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１．はじめに

本稿は，ローズヴェルト大統領によるニュー

ディール期に制定された 1934 年通信法（The

Communications Act of 1934）とそれに基づき

設置された連邦通信委員会（Federal Com-

munications Commission : FCC）が，1935 年か

ら 38 年にかけ実施した特別の「電話調査」

（Telephone Investigation）およびそれがアメ

リカ電話電信会社（American Telephone &

Telegraph Co. : AT & T）に与えた影響を明ら

かにすることである。

前稿（『名城論叢』第８巻 第４号）でみたよ

うに
(1)
，ローズヴェルト政権の初期ニュー

ディール期に制定された 1934 年通信法に基づ

き設置されたFCCは，AT＆Tを中心に電話・

電信・ラジオ放送を含む通信事業に対する企業

規制の本格的な確立を意味し，1996 年通信法改

正＝ 1996 年電気通信法（The Telecommunica-

tions Act of 1996）までの約 60 年余に及ぶアメ

リカ通信事業規制の法的・制度的な枠組みをな

すものである。他方，初期ニューディール期の

労働政策である 1933 年６月の全国産業復興法

（National Industrial Recover Act : NIRA）施

行を契機に，ベル・システムでの従業員代表制

（ベルでは「従業員協会」（Association））は，

既存の制度が「変更」あるいは新たに導入され，

1934 年末には約 180 の従業員代表制が存在し

た。しかし，少なくとも NIRA の違憲判決

（1935 年５月）までの初期ニューディール期に

は，べル・システムの従業員代表制は「会社組

合」としての基本的な特徴を継承しており，

AT ＆ T における労使関係に大きな変化はな

かった。

しかしながら，ニューディール政策史上にお

ける転換の年と言われる 1935 年以降の後期

ニューディール期には，AT＆Tの経営構造と

労使関係は大きく変貌した。1936 年の大統領

選挙をひかえ，反独占の政治姿勢を強め独占禁

止政策強化へと転換したローズヴェルト政権下

で，FCCの初代電話部長となったポール・アト

リー・ウォーカー（Paul A. Walker）は，上院の

決議に基づき 1935 年４月から「電話調査」を開

始し，1938 年２月に報告書“Proposed Report

Telephone Investigation”（『ウォーカー・レポー

ト』）を発表し電話事業に対する企業規制強化

を目指した。これに対して，当初，協力的であっ

たAT＆ Tは 1936 年から「電話調査」への批

判を次第に強め，特に『ウォーカー・レポート』

に対して厳しく反発した。FCC による「電話

105名城論叢 2010 年３月



調査」と AT ＆ T との確執は，最終的には

1939 年４月の FCC による最終報告書“Report

on the Investigation of the Telephone Industry

in the United States”（『電話調査レポート』）の

上院への提出で一応の決着をみることとなる

が，このFCCの「電話調査」におけるベル・シ

ステムの組織構造の問題は第２次世界大戦後に

引き継がれることとなる。

他方，1935 年５月には最高裁判所の違憲判決

によりNIRAが失効するに伴い，改革路線の徹

底を図ったローズヴェルト政権は，1935 年７月

の全国労働関係法（National Labor Relations

Act），いわゆるワグナー法（Wagner Act）を制

定して労働関係委員会（NLRB）を設置した。

ワグナー法は，労働者の団結権と団体交渉権の

保証を目的とし，第８条(2)では労働組織の結

成あるいは運営を支配し，干渉し，財政的支援

もしくは他の援助をすることを不当労働行為と

規定した。1937 年４月の同法の最高裁合憲判

決以降には，ベル・システムの従業員代表制（「従

業員協会」）は変化し，AT ＆ T の労使関係も

大きく変貌する。

本稿では，後期ニューディール期における

FCCによる「電話調査」とそれに基づく『ウォー

カー・レポート』の内容を検討し，FCCによる

AT ＆ T を中心とする電話産業への企業規制

の意義と限界をみることとする。同期のワグ

ナー法施行から同法の合憲判決を契機とするベ

ル・システムの「従業員協会」の独立組合への

「変容」さらには 1939 年６月結成された全国

組織 NFTW（National Federation of Tele-

phone Worker）については，別稿の課題とする。

２．連邦通信委員会（FCC）による「電話

調査」とAT＆ T

1935 年はニューディール政策史上の転換の

年であった。自由競争体制の能率とモラルに疑

問を抱き，大企業の解体ではなく大企業・産業

規制を強化し始めていたローズヴェルト政権

は，1933 年５月証券法，６月銀行法（スティー

ガル法），1934 年６月証券取引法および証券取

引委員会（SEC）設置などにより金融関係のみ

ならず，1934 年６月通信法による電気通信・放

送事業，1935 年連邦電力法・連邦電力委員会設

置による電気事業，1938 年天然ガス法による天

然ガス事業，さらに長い歴史をもつ鉄道業（1935

年８月道路運輸法）や 1938 年民間航空法・民間

航空委員会による航空輸送業など，連邦政府や

独立公的機関による個別の産業や企業への直接

規制という「新企業共和国」
(2)
を構築し始めた。

しかし，このローズヴェルト政権による電気

通信・電力・ガス・輸送業など「公益事業」へ

の連邦規制は，ニューディール政策の重要な一

貫として生じたものではなく，むしろこの時期

に拡大した連邦政府の「経済的規制」が公益事

業にまで拡大したと捉えられる
(3)
。ともあれ，

ニューディール期における「公益事業」に対す

る連邦政府の直接規制機関として 1934 年通信

法に基づき設置されたFCCは，第 74 上院議会

の決議案（公共決議案No. 8：Public Resolution

No. 8）に従って，1935 年４月よりAT＆ Tに

対する特別の「電話調査」を開始したのである。

⑴ FCCによる「電話調査」の展開

1934 年通信法に基づき設立された FCC は，

組織的には連邦無線委員会（Federal Radio

Commission：FRC）を引き継ぎ，大統領が上院

の助言と同意を得て任命した７人の委員で構成

された。各委員は，任期が７年間であり，米国

市民であり無線や有線事業に利害関係をもたな

いものとされた。また，同一政党から４人の委

員が選出されることを禁じた。

発足時のFCCは，委員長アニング・H・プロー

ル（Anning H. Prall）の方針で，３名以下の委

員から構成される３部会（Division），すなわち
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「放送部会」・「電信部会」・「電話部会」が設け

られた。「放送部会」は放送に関係あるいは関

連するすべての事項の管轄権を有し，「電信部

会」は有線，無線，ケーブル，さらに固定・無

線電信サービス，アマチュアサービスによる記

録通信に関係あるいは関連するすべての事項の

管轄権を有し，「電話部会」は放送を除く有線・

無線・ケーブルによる電話通信に関係あるいは

関連するすべての事項の管轄権を有したのであ

る。各部会は，所轄の業務内で委員会の一切の

権利と義務を有した。しかし，この３部会制は，

委員長プロールの死去に伴い新たに委員長に就

任したフランク・R・マクニンク（Frank R.

McNinch）により 1937 年 11 月には廃止され，

一切の機能は委員会自身が担うこととなっ

た
(4)
。また，委員会の技術的業務は，技術課，会

計課，統計課，資産課，運用課，法律課などに

よって遂行され，幹部職員が任命・採用され，

1940 年にはそのスタッフ職員は約 730 名に達

したのである。

FCC は，独立規制委員会として広範囲の権

限を議会から委託され，1934 年 11 月にはすべ

ての電話会社に対する調査を開始した。さら

に，ローズヴェト大統領は，1935 年３月 15 日

に，「AT＆ Tおよび持株構造や他の方法を通

して関連するあらゆる会社を含む州際商業にお

ける電話通信を直接・間接的に従事するすべて

の会社に関して調査・報告する権限を FCC に

対して与える」
(5)
という上院の第 74 議会での

法案（公共決議案 No. 8）に署名した。同法案

の目的は，「上院による法案化および州の規制

委員会を含む政府機関で使用するために，また，

電話料金のより効率化な規制の援助となるため

に，さらには，公共の利益における他の目的の

ために」
(6)
，電話産業，特に AT ＆ T に関する

情報を獲得することにあり，FCC に対して電

話運営に関する全般的事項を調査し上院に報告

する権限を与えた。ここに FCCは AT＆ Tに

対する特別の「電話調査」の全面的な権限が与

えられた。その調査事項には，「企業と財務の

歴史，資本構造，会社間の諸関係，サービス契

約，会計手法，州および州際の電話運営におけ

る投資・費用・収入の配分，政策と実行，競争

の方法，独占的支配が電話料金とチャージ料の

合理化に与える影響，価格下落期において電話

料金やチャージ料を低下させることに失敗した

理由など」
(7)
のあらゆる事項が含まれたのであ

る。同法案は特別の「電話調査」の費用として

75 万ドルを予算化し，さらに 1936 年６月に 40

万ドル，1937 年２月に 35 万ドルの追加予算が

計上された。

上院の第 74 議会において「公共決議案 No.

8」が通過したのちに，FCC の電話部長であっ

たウォーカーの下に「電話調査」のスタッフが

組織され，1935 年４月から調査が開始され

1938 年に終了したのである。FCC の電話部長

となったウォーカーは，オクラホマ州出身の

クェーカー教徒の子孫として一途さと理想を

もった法律家であり，AT ＆ T にとっては，

1919 年のバールソン（Albert S. Burleson）郵政

長官依頼の手ごわい連邦政府高官と言われ

た
(8)
。

電話産業に関する発展や現状に関する調査

は，スタッフ・レポートと公聴会という２つの

方法が用いられた。前者のスタッフ・レポート

は，会社の公文書や記録の検討および選択され

た問題についての研究から作成された。後者の

公聴会は，会社の証言やスタッフ・レポートの

公式発表によって構成された。前者の会社記録

の検討や研究，およびスタッフ・レポートの発

表は，1935 年４月から 37 年７月にかけて続け

られた。また，公聴会は，1936 年３月から 1937

年６月まで開催された。これらの調査は，8441

ページの証言記録，公式の 77 スタッフ・レポー

トを含む 2140 の証拠書類（exhibit）にまとめ

られた。こうして，1937 年までに約 300 人の調
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査官と総額 150 万ドルを費やした「電話調査」

は，1938 年２月に，調査担当チーフのウォー

カーにより報告書“Proposed Report Tele-

phone Investigation”（『ウォーカー・レポート』）

が作成・公表された。しかし，他の FCC 委員

が署名しなかったため，ウォーカー委員の署名

で報告書が 38 年６月に上院に送られたのであ

る。

⑵ 「電話調査」および『ウォーカー・レポート』

に対するAT＆ Tの対応

1935 年に始まった「電話調査」に対して，

1935 年の年次報告書で「調査ができるだけ速や

かに完了するように，われわれは調査を促進す

るようにすべての努力を払っている」
(9)
と当初

協力的であった AT ＆ T は，1936 年以降，批

判を開始し次第に反発を強めていった。

1936 年の AT ＆ T 年次報告書では，AT ＆

Tは「これまでの調査は一方的に実施されてい

る。繰り返し抗議しているにも関わらず，会社

側の証人申請や委員会への反対尋問は許可され

ていない」
(10)
と「電話調査」への不満を述べた。

事実，ギフォード（Walter S. Gifford）社長は，

公聴会で証言記録 273 ページに及ぶ同社の経営

全般に関する証言をしたにもかかわらず，AT

＆ T 側の反対尋問は認められず，なんらの反

証も許可されなかったと述べている。

1937 年のAT＆ T年次報告書でも，「上院の

共同決議として３年前に始められ約 150 万ドル

を使用した調査は，全体を通して一方的に進め

られた。会社は，調査証言への反対尋問や自分

達が公聴する権利も拒否されただけでなく，調

査委員の報告書に影響を与える深刻で重要な誤

りを指摘するのに必要な原資料の記録を，準備

したり検討する権利も拒否された。委員会は，

調査に関する報告書を，いまだ上院に提出して

いない」
(11)
と，FCC のウォーカー電話部長に

よる「電話調査」を批判し，反発を強めたので

あった。

さらに，1938 年２月に，『ウォーカー・レポー

ト』が公表されるや，AT＆Tはすぐさま 1938

年の年次報告書（1939 年３月付け）で，次のよ

うに同レポートを厳しく批判する。

「1938 年４月１日，FCCは４年前に始めたベ

ル電話会社に対する特別調査に責任をもった委

員による“Proposed Report”を上院に提出した。

委員会委員長は，このレポートは委員会によっ

てなされた報告書ではなく，委員会が上院に提

出しなければいけない報告書についての形式や

内容を決めるという観点から研究されたもので

あると指摘した」。さらに続けて，「10 月 25 日，

委員会はみずからの意志で，次のような命令を

出した。すなわち会社（AT＆T）は，30 日（後

に 40 日に拡大したが）以内に，“Proposed Re-

port”に対する回答の覚書（brief）を提出して

もかまわない。もちろん（会社側に対しては完

全に否定された）委員会証言に対する反対尋問

や証言を行う機会の代わりとして，“Proposed

Report”への抗議として提出されるようなもの

ではないが，この覚書の提出は実行された。こ

の覚書が述べているように，一方的な（ex parte）

手続きで実施された調査は不公平であり，信頼

できる結論をえることが出来ず，この結果

“Proposed Report”は間違いで，不完全であり，

さらに誤った勧告が含まれていた」
(12)
と。

こうして，AT＆Tはウォーカー電話部長に

よる「電話調査」そのものあり方を「一方的」

で「不公平」であると激しく批判するだけでな

く，上院に提出された『ウォーカー・レポート』

に対して激しく反発し，1938 年 10 月 25 日に

は，『電話調査のウォーカー委員によるプロポー

ズドレポートに関するベル社の覚書』“Brief of

Bell System Companies on Commissioner Wal-

ker’s Proposed Report on Telephone Investiga-

tion, 1938”（『覚書』））を公表した。こうした

AT ＆ T の反発さらには議会への積極的なロ
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ビー活動もあり，1939 年６月，FCC 委員長マ

クニンクにより新たな最終報告書“Report on

the Investigation of the Telephone Industry in

the United States”（『電話調査レポート』）が議

会に提出されたのである
(13)
。

⑶ FCCによる「電話調査」に関する２つの『レ

ポート』

こうして FCC による 1935 年から４年半に

及ぶ「電話調査」から２つの電話調査の『レポー

ト』，すなわち 1938 年の電話部長ウォーカーに

よる『ウォーカー・レポート』と 1939 年の

FCCによる最終報告書『電話調査レポート』が

作成されることとなる。

両社の報告書を比べると（表１），前者の

『ウォーカー・レポート』が 792 ページに対し

て，後者の『電話調査レポート』は 661 ページ

と約 130 ページ大幅に圧縮された。また，前者

では，第１部「ベル・システムの発展と組織」

で「ベル・システムの発展と組織」が取り扱わ

れ，第２部「ベル・システムの経営政策と実行」

で「ベル・システムの発展・目的・成果に関連

する政策と実行」が述べられ，第３部「電話サー

ビスや料金に対するベル・システムの政策や実

行の影響」では，「ベル・システムの政策や実行

が電話サービスや料金に与える影響」が論述さ

れ，第４部「結論と勧告」で「調査によって提

示される諸問題や法的勧告を含む改善の提言」
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表１ ウォーカー・レポート（1938年）とFCC最終報告書（1939年）の対比

1938年ウォーカー・レポート (ページ数) 1939年FCC最終報告書 (ページ数)

１．ベル・システムの発展と組織 Ⅰ 発展と組織；ベル・システムの政策と実行，運営成果

⑴ ベル・システムの企業発展史 １．ベル・システムの企業発展史 1

⑵ ベル・システムの成長 45 ⑴ 親会社の発展史

⑶ ベル・システムの現在の企業構造，資本構造，機能別組織 70 ⑵ ベル運営会社の発展

⑷ ベル・システムのコントロール 92 ⑶ ウェスタン・エレクトリック社の発展史

２．ベル・システムの経営政策と実行 ２．ベル・システムの成長 37

⑸ 競争の除去 134 ３．ベル・システムの企業構造と資本構造 65

⑹ ライセンス・サービス契約 167 ４．ベル・システムのコントロール 83

⑺ 研究 200 ５．競争の除去 123

⑻ 特許 243 ６．ライセンス・サービス契約 147

⑼ 技術と標準化 282 ７．研究 180

⑽ WE社における電話機器・設備・原材料の価格と製造コスト 317 ８．特許 213

⑾ 減価償却 387 ９．技術と標準化 247

⑿ 通話活動――国内と国外 412 10．WE社のコストと価格 284

⒀ ラジオ放送 454 11．減価償却 326

⒁ 通信以外の事業 471 12．通話活動――国内と国外 351

⒂ ベル・システムの財務 489 13．ラジオ放送 387

⒃ ベル・システムの年金計画 531 14．通話以外の事業 401

⒄ 広報活動 561 15．ベル・システムの財務 417

３．電話サービスや料金に対するベル・システムの政策や実行の影響 16．ベル・システムの年金計画 455

⒅ ベル・システムの利益 582 17．広報活動 475

⒆ ベル・システムの電話サービスのコスト 655 18．ベル・システムの利益 491

４．結論と勧告 Ⅱ 現在の規制問題；要約と実態，結論と勧告

⒇ 有線通信に関する国家政策の必要性 680 １．現在の規制問題 569

7 現存機関で決定できる諸問題の概要 691 ２．要約と実態 573

8 有線通信に関する提案された国家政策達成に必要な立法 698 ３．結論と勧告 597

（原典）FCC, Proposed Report Telephone Investigation, 1938の目次，およびFCC, Report on the Investigation of the

Telephone Industry in the United States, 1939の目次より作成。

（出所）山口一臣『アメリカ電気通信産業発展史―ベル・システムの形成と解体過程―』同文舘，1994年，177ページ

より加筆して作成。



がなされた。これに対して，『電話調査レポー

ト』は，第１部「発展と組織；ベル・システム

の政策と実行，運営成果」と第２部「現在の規

制問題；要約と実態，結論と勧告」と，全体が

２部構成に再構成されたのである。

『ウォーカー・レポート』の第 19 章「ベル・

システムの電話サービスのコスト」の章全体が

『電話調査レポート』で削除されている以外は，

部・章別編成に変更があるものの章の項目には

大きな変化はない。『電話調査レポート』で削

除された『ウォーカー・レポート』の第 19 章「ベ

ル・システムの電話サービスのコスト」は，第

２部の電話サービスのコストに直接・間接的に

相互作用する 13 章の項目（表１参照）のうち，

６項目（１．電話製造，２．エンジニアリング，

研究，標準化，３．減価償却，４．ライセンス

契約，５．市内と市外間での設備，収入，費用

の分離，６．年金基金の支払いを含む雇用者と

の関係）が「電話サービスのコスト」との関係

でまとめられている。しかしながら，これらの

コスト要因分析は，第２部の各項目に基づき，

「１．電話製造」分析は，第 10 章「ウェスタン・

エレクトリック社における電話機器，設備，原

材料の価格と製造コスト」（「ウェスタン・エレ

クトリック社の価格と製造コスト」）の分析と

ほぼ同じ内容となっている
(14)
。こうして

『ウォーカー・レポート』と『電話調査レポー

ト』で，内容的には大きく異なるのは，第 10 章

「ウェスタン・エレクトリック社の価格と製造

コスト」と第４部最終部分の「結論と勧告」と

であり，これらの章は『ウォーカー・レポート』

に対してAT＆Tが最も反発したものである。

以下，第２部第 10 章「ウェスタン・エレクトリッ

ク社の価格と製造コスト」と第４部最終部分の

「結論と勧告」について詳しくみてみよう。

３．『ウォーカー・レポート』「第 10 章ウェ

スタン・エレクトリック社の価格と

製造コスト」

⑴ 第 10 章「ウェスタン・エレクトリック社の

価格と製造コスト」とAT＆ Tの反論

『ウォーカー・レポート』の第 10 章「ウェス

タン・エレクトリック社の価格と製造コスト」

が 70 ページであるのに対して，後者『電話調査

レポート』の第 10 章「ウェスタン・エレクトリッ

ク社のコストと価格」は 40 ページと大幅に削

減された。『ウォーカー・レポート』では，ウェ

スタン・エレクトリック社は AT ＆ T の製造

子会社としてベル電話運営会社に電話機器，設

備，ケーブルの製造・販売を行い，建設や運営

のために必要な原材料を供給し，ベル・システ

ムの電話サービスにおける料金やコストに大き

く影響する，と捉えた。これに対し，AT＆ T

は，1938 年 10 月の公表した『覚書』で激しく反

発したのであった。すなわち，第 10 章の第１

セクション「ウェスタン・エレクトリック社に

おける電話機器と設備の価格の傾向―他の製造

業者の製品や原材料との比較」，第２セクショ

ン「同社の価格と独立電話製造業者との比較で

きるアイテムの対照」，第３セクション「同社の

製品の製造コスト」での具体的で技術的な分析

を踏まえ，第４セクション「結論」では，これ

までの要約と２つの選択肢――「ウェスタン・

エレクトリック社を公益事業として規制」もし

くは「運営会社による競争入札の制度化」――

が提言されたのに対して，AT＆Tは激しく反

論を加えた。

山口一臣氏によるAT＆Tの『覚書』の詳細

な研究によれば，『ウォーカー・レポート』の第

10 章に対してAT＆Tの『覚書』は，以下のよ

うに反論している。

「『第 10 章（ウェスタン・エレクトリック社の

価格とコスト）の結論では，⒜ウェスタン・エ
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レクトリック社が事実上独立していない他の製

造業者を支配し影響を与えている，⒝ウェスタ

ン・エレクトリック社の価格は独立業者より高

い，⒞ベル・システムの会社に売却される製品

について，ウェスタン・エレクトリック社の利

潤マージンは高い，⒟ウェスタン・エレクトリッ

ク社のコストは独立業者より高いとしており，

これらの記述は，事実に反するか事実を極端に

歪めている』」
(15)
と。

以下，『ウォーカー・レポート』の第 10 章で

の「結論」とAT＆T側の反論をみてみよう。

⒜ ウェスタン・エレクトリック社による電

話製造における事実上の独占と独立電話製

造業者への支配。

『ウォーカー・レポート』の第 10 章の「結論」

では，ウェスタン・エレクトリック社が電話製

造において事実上の独占を享受しているとし

て，まず，次のように述べる。

「ベル・システムの事業を担うウェスタン・エ

レクトリック社は，アメリカの電話製造におい

て事実上の独占を享受しており，電話製造業者

の売上高の 90％を販売している。既存の小規

模な独立電話製造業者は，ある意味でウェスタ

ン・エレクトリック社の競争者ではない。これ

ら独立電話製造業者は，ベル・システムの電話

運営会社の巨大マーケットから締め出されてい

る。独立電話製造業者は，小規模な独立系電話

会社に販売・供給を行っており，これらの会社

の成長率は低く，新しい機器や設備への需要も

制限されている」
(16)
と。

独立電話製造業者の主なものは，Automatic

Electric Co., Stromberg-Carlson Telephone

Manufacturing Co., Kellogg Switchboard &

Supply Co., Reliable Electric Co, North Electric

Manufacturing Co., Cook Electric Co. の６大独

立製造業者およびウェスタン・エレクトリック

社の独立製造業者向けの代理店 Graybar Elec-

tric Co., Ins. である。しかし，こうした「独立

電話製造業者はウェスタン・エレクトリック社

の事業に依存しており，真に自立しているわけ

ではない。それゆえ，ウェスタン・エレクトリッ

ク社は自社の販売や他の電話製造業者への影響

力を通して合衆国の電話製造を支配しているの

である。それゆえ，独立電話製造会社は小規模

な独立電話会社に販売をしているが，独立電話

製造会社による有効競争が行われているのは合

衆国の全売上高の６％を占めるにすぎない。残

りの 94％の販売は非競争的であり，それは，主

にウェスタン・エレクトリック社からベル電話

運営会社への販売と少量の独立電話製造業者か

らウェスタン・エレクトリック社への販売から

なる」
(17)
のである。

こうして，「結論」の冒頭にウェスタン・エレ

クトリック社による電話製造における事実上の

独占と独立製造業者の非自立性を強調し，合衆

国の電話製造において有効競争が行われていな

い非競争的な状況を指摘する。この点では，

AT＆Tも「ベル・システムの製造および供給

部門としてのウェスタン・エレクトリック社」

の位置と役割を認めた上で，後にみるように「効

率的で革新的業者」として同社による電話運営

会社への貢献や電話ユーザーへの有益性を強調

する。これに対して，『ウォーカー・レポート』

は，ウェスタン・エレクトリック社による電話

製造における事実上の独占，有効競争の欠如を

前提にして，同社と独立電話製造業者との製品

価格の比較へと論理を展開する。

次に，この論点をみてみよう。

⒝ 「ウェスタン・エレクトリック社の製品

価格は独立業者より高い」。

第 10 章の「結論」は，電話製造を事実上独占

するウェスタン・エレクトリック社の製品価格

が独立電話製造業者より高いことを，次のよう

に指摘する。
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「ウェスタン・エレクトリックの大規模生産

とベル・システムにおける製造・供給業者とし

ての優位性から，ウェスタン・エレクトリック

社による電話運営会社への価格は，同じ製品な

らば，独立電話製造業者による限られた取引で

ある独立電話会社への価格よりも，安価である

ことが期待される。しかし，実際は反対で，大

部分，特に完成した交換機設備では，独立電話

製造業者の製品価格よりも高いという事実がみ

いだされる」
(18)
として，1936 年におけるウェス

タン・エレクトリック社と独立電話製造業者と

の製品価格の比較表を，提示する（表２）。

すなわち，調査した６アイテムの製品のうち，

交換設備や構内交換設備，鉛被ケーブルなど４

製品については，ウェスタン・エレクトリック

の製品価格が独立電話製造業者より高いとする

のである。これに対して，AT＆Tは『覚書』

で，ウェスタン・エレクトリック社が高価格と

みなされた４アイテムの製品のうち，AT＆ T

の調査では磁気設備のみが独立電話製造業者よ

り高価格であり，他の３つの製品は低価格で

あったこと，また，これら６製品はウェスタン・

エレクトリック社における売上高の数％を占め

るにすぎないとして，「『ウォーカー・レポート

は，長年にわたり反対の結論を提示したベル社

の膨大な価格調査を無視している』」
(19)
とウェ

スタン・エレクトリック社の製品価格は，独立

電話製造業者より高いとする『ウォーカー・レ

ポート』における製品価格の比較データーは事

実に反すると，激しく反発するのである。

⒞ 「ウェスタン・エレクトリック社の利潤

マージン（profit margins）は高い」および

⒟「ウェスタン・エレクトリック社のコス

トは独立業者より高い」。

第 10 章の「結論」では，ウェスタン・エレク

トリック社がベル・システムの電話運営会社に

売却する製品価格が高い背景を，⒞ウェスタ

ン・エレクトリック社の利潤マージンが高いこ

と，言い換えれば，⒟ウェスタン・エレクトリッ

ク社の製造コストは（同社の原価計算制度によ

り実際のコストより過大評価され），独立製造

業者より高い，とする「結論」に対して，AT＆

Tは『覚書』で，この点に強く反発した。

後者⒟からみていこう。

『ウォーカー・レポート』によれば，ウェスタ
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表２ ウェスタン・エレクトリック社と独立電話製造業者との製品価格の比較

製 品 名
独立製造業者のウェスタ
ン・エレクトリック社との
価格の比較（％）

小規模な共電式中央電話局設備ユニット
（Complete small common battery central office equipment units）

13％の低価格

小規模な電話局ユニットための磁気設備
（Magnet equipment for complete small common central office units）

19％の低価格

構内交換設備（監視者なし）※１
（Private branch exchange equipment）

17％の低価格

電話機器（Station apparatus） 20％∼50％の高価格

鉛被ケープル（Lead-covered cable） ２％の低価格

修理用別に売られた電話機器・設備の部品（Apparatus & equipment
parts sold separately for repairs）

22∼33％の高価格

注※１）ウェスタン・エレクトリック社は，同タイプの設備をほとんど製造していない。

出所）FCC (1938), Proposed Report Telephone Investigation, p. 383より作成。



ン・エレクトリック社の製造コストは，調査サ

ンプルの電話機器や設備，ケーブルなどの大分

部において，独立製造業者のコストに比べ高く，

両者のコスト面での差は平均にして 20％に達

すると捉える。同レポートは，このウェスタ

ン・エレクトリック社による高いコストの原因

を，同社の不完全な原価計算制度（Cost

Accounting System）に起因すると捉える。す

なわち，ウェスタン・エレクトリック社の原価

計算制度は，必ずしも個別製品のコストを正確

に測定するものではないので，個別製品の正し

いコストを提示しておらず，概して，製品の信

頼できる結果を示していないと，次のように述

べる。「この会計制度は，あまりにも複雑で，あ

まりにも運営するのに費用がかかりすぎ，時代

遅れであり，近代的な会計とは合致していない」

として，「ウェスタン・エレクトリック社は，合

理性をもった項目の会計の帳簿を維持していな

い。これに代わって，毎年別に，多様な部門別

から集めた何千ものレポートを作成している

が，それらは，運営の成果の記録ではなく，し

ばしば混乱し矛盾した膨大な見積もりとなって

いる」
(20)
と同社の会計制度を手厳しく批判す

る。

さらに，第 10 章の「結論」は，ウェスタン・

エレクトリック社が不備な原価計算制度に基づ

き「実際の正当なコスト」より不当に過大な見

積もりがなされ，コスト高となっていると指摘

する。すなわち，「限られた時間と予算の範囲

内で可能な限り正確に行われたウェスタン・エ

レクトリック社における実際の製造コストに関

する調査は，1936 年にはウェスタン・エレクト

リック社の実際で正当なコストが同社の原価計

算方式によって過大評価されていることを明ら

かにした。このコストの測定は，ホーソン工場，

カーニー工場，ポイント・ブリーズ工場で生産

された機器や設備，ゴム被電話線，鉛被ケーブ

ルなどの 61 アイテムの製品でなされたが，こ

れらは 1936 年当初の 10 カ月間におけるウェス

タン・エレクトリック社における製品の 36％を

占るものであった。……（中略）……これら選

ばれた 61 アイテムの製品調査によれば，ウェ

スタン・エレクトリック社の帳簿に記載された

コスト（current complete costs of records）は，

最大許容できるコスト（maximum permissible

costs）よりも約 20％過大であることが示され

る」
(21)
と算定する。

『ウォーカー・レポート』の調査による，ウェ

スタン・エレクトリック社と独立電話製造業者

との電話機器・設備における製品別のコスト比

較は，以下のとおりである（表３）。

また，「第 10 章」の「結論」では，間接費や

販売コストについても会計制度の問題点を指摘

する
(22)
。間接費では，ウェスタン・エレクトリッ
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表３ 独立電話製造業者との対比によるウェスタン・エレクトリック社の過大コストの割合

製品名 過大コストの比率（％）

電話受話器（Hand telephone set） 17

公衆電話機（Telephone pay station） 25

絶縁された電話線（Insulated wire） 10

ケーブル端末・ヒューズ（Cable terminal & fuse） 35

電話局の特定の設備（Selected items of central office equipment） −16∼16

鉛被ケーブル（Lead-covered cable） −8

出所）FCC (1938), p. 361, p. 662より作成。



ク社の原料・労務コストおよび間接費を独立製

造業者と比較すると，同社の生産部門や製造組

織が生産の経済性や運営の効率性で最善の成果

が得られるよう整備されていないとして，独立

製造業者での直接労働コスト対する間接費の計

算をベースにすると，ウェスタン・エレクトリッ

ク社における電話機器や設備の帳簿上に記載さ

れたコストは，正当な評価より 27％過大評価さ

れているとみなす。

さらに，販売コストでも，ウェスタン・エレ

クトリック社は他の独立製造業者が行っている

ような販売コストについての公式な帳簿を保管

しておらず，それゆえ毎年の売上高に対する実

際の利益を知ることできないとする。すなわ

ち，ウェスタン・エレクトリック社の売上高に

対する利益は，売上高の収入から原材料や他の

費用項目および在庫の評価を減じたもので得ら

れるが，この差額は，販売された製品の生産コ

ストを示していないし，売上高に対する利益を

正確に表したものではない。1936 年にはウェ

スタン・エレクトリック社は，販売したよりも

多く生産しており，同社の会計方法の下では，

こうした状況は外見上低い利益に導くものであ

ると，ウェスタン・エレクトリック社における

会計制度の問題点を指摘する。

こうして『ウォーカー・レポート』は，「ウェ

スタン・エレクトリック社による電話運営会社

への個別アイテムの製品価格はコストとほとん

ど明確な関係をもたないが，通常の，生産量で

の成果を示す標準コスト（standard cost）や帳

簿に記載されたコストの両方からウェスタン・

エレクトリック社による価格の決定を推測でき

る」として，次のように述べる。「帳簿で記載さ

れたコストは，許容できる公正なコスト（per-

missible and justifiable costs）より過大となっ

ており，この結果，価格における全般的な過大

（an over-all excess in prices）となってあられ

われている。ウェスタン・エレクトリックの年

次報告書によれば，1936 年の純利益は機器や設

備への純投資に対して平均 10.3％の利益，鉛被

ケーブルで 1.7％の利益を提供した」
(23)
として

「⒞ウェスタン・エレクトリック社の高い利潤

（マージン）」を批判するのである。

このウェスタン・エレクトリック社が，不備

な原価計算制度に基づき「許可できる公正なコ

スト」より過大な見積もりを行い，その結果同

社の「高い製品価格」や「高い利潤（マージン）」

が生れているとみなすと『ウォーカー・レポー

ト』は，ウェスタン・エレクトリック社が電話

機器や設備の価格を引き下げても，適切な利益

を確保できる可能性について言及する。すなわ

ち，「ウェスタン・エレクトリック社が電話機器

や設備の生産において 1936 年に目標としてい

る投下資本利益率６％を確保するには，設備の

使用・不使用に関わらず，同社の電話機器・設

備の製品価格は，実質的に引き下げることがで

きるであろう。ウェスタン・エレクトリック社

のホーソン工場，カーニー工場，ポイント・ブ

リーズ工場で製造されている機器・設備の 55

アイテムの調査結果によると，最大許容コスト

に基づいて 30％の製品価格の引き下げがなさ

れるべきである。……（中略）……ウェスタン・

エレクトリック社と独立電話製造業者との間接

費の比較による公正なコストに基づくならば，

1936 年の投下資本利益率６％を生み出すため

には，電話機器・設備の価格をおよそ 37％引き

下げることが可能である」
(24)
とまで，断定する

のである。

ウェスタン・エレクトリック社が製品価格を

高く設定しており，たとえ 30％ないし 37％の

価格を引き下げても投下資本利益率６％の適正

な利益を獲得できるとする『ウォーカー・レポー

ト』は，「こうした事実から，AT＆Tは，運営

会社への規制を回避し利潤を増加させるため

に，ウェスタン・エレクトリック社と運営会社

の両社における所有・支配を利用していると結
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論づける。……（中略）……こうした非競争的

な下での恣意的な操作による製品価格と競争に

よる製品価格との大幅な差額は，ベル・システ

ムが既存の電話運営事業と電話製造を完全に支

配する状況の下では，正当化されことは出来な

い」
(25)
と，ベル・システムの組織構造，特に，

電話運営会社とウェスタン・エレクトリック社

との関係に目を向け，そこにメスを入れる。

⑵ 第 10 章の「結論」における「２つの選択肢

(two alternative way)」の提言

こうして「第 10 章」の「結論」は，ベル・シ

ステムによる電話事業と電話製造における事実

上の独占を批判し，そこから生ずる諸問題――

すなわち，ウェスタン・エレクトリック社が「許

容できる公正なコスト」よりも過大な見積もり

に基づき電話機器・設備における製品価格を高

く設定した結果としての「高利潤」，言い換えれ

ば電話運営事業での高い電話料金によるユー

ザーの不利益――を是正するために，「２つの

選択肢」，具体的には「ウェスタン・エレクトリッ

ク社を公益事業として規制」するか「運営会社

による競争入札を制度化」するのかを，以下の

ように提言する
(26)
。

「ウェスタン・エレクトリック社は全体とし

ての製品コストおよび個別アイテムでの製品コ

ストに関する実際の情報を与える原価計算制度

を導入してこなかったために，規制を回避し続

けてきた。ウェスタン・エレクトリック社は，

電話料金に関して，電話機器・設備における個

別アイテムでの実際のコストが原価計算制度計

によっては決定されないので，州委員会が電話

運営会社の評価の合理性をチェックするために

電話機器・設備・原材料のコストを使用するこ

とは不可能であると主張した。

ウェスタン・エレクトリック社の製品価格に

基づく電話運営会社における評価の合理性を

チェックする上で，同社のコストを調査する必

要性が，以下の２つの点から認められる。すな

わち，運営会社による競争的購入は行われてい

ないし，また，ウェスタン・エレクトリック社

への規制も完全に欠如しているからである。競

争が欠如しているので，合理的な価格の測定を

行うためには，実際の製造コストに関する情報

だけでなく，これらのコストの合理性や過大性

を判断する必要がある。電話運営会社への電話

機器・設備，ケーブル，原材料について価格を

合理的に決定する目的は，それゆえ２つの選択

肢のアプローチによって達成されるであろう」。

続けて，「２つの選択肢」の「第１は，ウェスタ

ン・エレクトリック社を公益事業として規制す

ることである。そこでは適正な原価計算の帳簿

が行われ，製造コストの合理的な決定がなされ

ることが求められる。第２は，必要な電話機

器・設備・原材料の全分野において電話運営会

社による競争入札を制度化することである。こ

の下では，独立電話製造業者は，ウェスタン・

エレクトリック社と競争してベル・システムが

必要とするものを提供することが認められる。

この２つの選択肢では，FCC に高度に訓練さ

れた有能なスタッフを確保することが不可欠で

ある。第１の場合には，ウェスタン・エレクト

リック社での合理的なコストが定期的に評価さ

れる。第２の場合には，ベル・システムで使用

される電話機器・設備・原材料の満足すべき標

準が確保されるならば，合理的で適正な電話製

造業者が運営会社の注文に対して競争すること

を認められることとなる」と。

こうして第 10 章の「結論」は，電話運営会社

への電話機器の適正な価格に基づく「公正な電

話料金」決定を図るために，「ウェスタン・エレ

クトリック社を公益事業として規制」するか「運

営会社による競争入札を制度化」するかの「２

つの選択肢」を提言するのである。
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⑶ AT ＆ Tの反論

『ウォーカー・レポート』によるウェスタン・

エレクトリック社の高い価格設定，「許容でき

る公正なコスト」を上回る過大な見積もり，「高

利潤」と言う調査結果に基づく「ウェスタン・

エレクトリック社を公益事業として規制」する

か「電話運営会社による競争入札を制度化」す

るかという「２つの選択肢」の提言に対して，

AT＆Tは『覚書』で厳しく反発した。

まず，『ウォーカー・レポート』で調査された

６アイテムの製品のなかで，ウェスタン・エレ

クトリック社が高価格とされた４製品のうち，

AT ＆ T の調査では磁気設備のみが独立電話

製造業者より高価格であり他の３製品は低価格

であったこと，また，これら６アイテムの製品

はウェスタン・エレクトリック社における売上

高の数％を占めるにすぎないと反論する。さら

に，ウェスタン・エレクトリック社の原価計算

制度への批判や投下資本利益率６％を確保する

上で電話機器・設備の製品価格を 30％ないし

37％引き下げることが可能であるという主張，

さらには「ウェスタン・エレクトリック社を公

益事業として規制」するか「電話運営会社によ

る競争入札を制度化」するかという「２つの選

択肢」の提言に対しても，「電話調査」は事実に

反し，誤って脚色された資料やデータに基づく

ものであるとして，「『ウォーカー・レポートに

おける不公正な攻撃は，新たな調査のもとに破

棄されるべきである。……中略……提示された

勧告に対するわれわれの解答は，⑴ウェスタ

ン・エレクトリック社はベル・システムの諸会

社の利益に忠実に役立っている，⑵ウェスタ

ン・エレクトリック社は効率的で革新的な製造

業者であり，その政策は電話の利用者に有益で

ある，という２点にある』」
(27)
と厳しく批判・反

論するのである。

こうしたAT＆Tの『覚書』での反論や同社

の議会でのロビー活動もあり，FCC の最終報

告書『電話調査レポート』の第 10 章の「要約」

では，「ベル・システムの製造部門としてのウェ

スタン・エレクトリック社が，電話機器，設備

をベル電話運営会社に供給することにより，巨

大な市場に排他的にアクセスしている」という

指摘がなされるが，独立電話製造業者への支配，

影響力の行使や電話製造業での非競争的状況へ

の批判は影をひそめ，ウェスタン・エレクトリッ

ク社に対する「２つの選択肢」――「公益事業

として規制」するか「運営会社による競争入札

を制度化」する――の「勧告」は完全に消え去

さる。そして，電話調査スタッフによるウェス

タン・エレクトリック社と独立電話製造会社と

の価格面での比較によっては，ウェスタン・エ

レクトリック社の価格の不合理性を検証するこ

とはほとんど意味をなさないとして，「調査ス

タッフが，ウェスタン・エレクトリック社にお

けるコスト計算と価格設定，さらには特定の期

間やデータに従って個別の運営会社やコミュニ

ティーの観点から電話料金の不合理性との関連

について多様な研究を行う」
(28)
と言及するにと

どまるのである。

４．『ウォーカー・レポート』第４部「結

論と勧告」

『ウォーカー・レポート』の第４部「結論と勧

告」では，FCCが「電話調査」に基づき上院に

対して電話産業に関して規制すべき方法につい

て「結論と勧告」をまとめている。しかし，こ

の「結論と勧告」も，FCCの最終報報告書『電

話調査レポート』では大幅に変更されている。

第４部「結論と勧告」は，第 20 章「有線通信

に関する国家政策の必要性」，第 21 章「現存機

関で決定できる諸問題の概要」，第 22 章「有線

通信に関する提案された国家政策（proposed

national policy）達成に必要な立法」から構成さ

れている。
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⑴ 第 20 章「有線通信に関する国家政策の必

要性」

第 20 章では，AT ＆ T の中央管理の下にあ

るベル・システムの組織構造の特性から生まれ

る「規制回避の潜在性」（Potential Evasion of

Regulation）とこれに対する州規制委員会によ

る規制の不十分性という視点から，有線通信に

関して国家政策の必要性が論じられる。

① ベル・システムの組織構造の特性と「規制

回避の潜在性」

冒頭，AT＆Tの「全般管理部門」にコント

ロールされるベル・システムの組織構造の特性

が指摘され，その特性から生まれる「規制回避

の潜在性」が論じられる。

『ウォーカー・レポート』の第４章「ベル・シ

ステムのコントロール」では，ベル・システム

の組織構造の特性は，AT＆Tの情報，公共体

関係，法律，会計・財務，運営・エンジニアリ

ングの機能部門別組織に編成された「全般管理

部門」（General Department 図１）が，全国規

模の電話システムにおける政策と実行を集中的

にコントロールしていることが明らかにされ

た。

ここから「ベル・システムは，AT＆Tの全

般管理部門の経営執行役員に完全に直接的に集

中化された管理者のコントロールによって，分

離した諸企業群が全体として一つのグループに

統合されている。この AT ＆ T によるコント

ロールは，管理，経営，研究・開発，製造およ

び運営といったベル・システムにおけるすべて

の活動分野にまで及ぶものである。AT ＆ T

の集中化された管理は，電話サービスを提供す

るための明確なコストやそのコストに基づく電

話料金，さらに，ここから獲得される親会社

AT ＆ T の収益を絶対的にコントロールする

ために一つの完全な構想を提供する」
(29)
と，ベ

ル・システムにおけるAT＆Tの「全般管理部

門」の重要性を指摘する。さらに，続けて「ベ

ル・システムにおけるすべての重要な政策と実

行は，この集権化された中央機関から発せられ

る。それゆえ，ベル・システムの主要な政策と

実行およびそこから生じる成果に対する最終的

な責任は，AT＆Tの経営執行役員に帰するも

のとなる。AT ＆ T における経営執行役員に

よって命じられた政策を監視しコントロールす

るための有効な手段が開発されなければ，ベ

ル・システムを公益企業として有効に規制する

ことは不可能である。にもかかわらず，電話運

営子会社の持株会社である AT ＆ T の全般管

理部門に関する限り，州規制の有効な対象と

なっておらず，長距離電話運営が州際であると

いう特性のために連邦機関の範囲になってお

り，ベル・システムへの有効な規制は適切な法的

権限の下で州委員会とFCCとの間の共同作業に

よってのみなし遂げられるのである」
(30)
と，連
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邦による規制機関の必要性を強調するのであ

る。

ベル・システムをコントロールする「全般管

理部門」を担うAT＆Tは，電話運営会社およ

びウェスタン・エレクトリック社の株式を保有

する持株会社であり，また，州際＝長距離通信

の運営会社として，州規制の対象外となってい

る。しかしながら，AT＆Tの「全般管理部門」

は，ベル・システムを利益のための「一つの単

位」（a unit）とみなし，自律的な電話会社を州

規制の義務を制限された範囲内にとどめるため

に「一つのグループ」として取り扱う。ベル・

システムの諸会社を利益のための「単一のシス

テム」（a single system）とみなすことによって，

州委員会の規制対象となっている運営会社の利

益を必要があれば犠牲にしても，有効な規制の

対象外であるウェスタン・エレクトリック社や

AT ＆ T の長距離電話部門などから利益を獲

得しようとする。「それゆえ，AT ＆ T の収入

の大部分は，州政府における規制機関の権限外

にある源泉から獲得されている」
(31)
と，結論づ

けるのである。

さらに，第 20 章では，AT ＆ T の集権化さ

れた「全般管理部門」が，州政府に電話サービ

スのコストを合理的に測定させないために，ベ

ル・システムにおいて電話運営会社の料金ベー

スや運営費用をどのようにコントロールしてい

るのかを，分析する。すなわち，AT＆Tの「全

般管理部門」は，ウェスタン・エレクトリック

社へのコントロールを通じて電話運営子会社が

購入する電話機器や設備の価格をコントロール

し，また，ベル・システムの技術的単位である

ベル電話研究所へのコントロールを通して設備

の変更をコントロールしていることを，指摘す

る。このウェスタン・エレクトリック社および

ベル電話研究所は，ベル・システムに統合され

た一部分であるにもかかわらず，現状では公益

企業として分類されていないので州・連邦規制

委員会の管轄権の対象とはなっていないのであ

る。

こうして『ウォーカー・レポート』は，規制

の対象外であるウェスタン・エレクトリック社

による電話機器・設備の価格についての恣意的

なコントロールが，電話料金を規制されないも

のにして，州政府の管轄内にある運営会社に対

する規制を無意味なものにしてしまうと捉え

る。すなわち，第 10 章の「ウェスタン・エレク

トリック社の価格とコスト」で詳しくみられた

ように，AT＆Tの政策と実行によってウェス

タン・エレクトリック社は，電話製造における

事実上の独占として大規模な電話機器製造会社

であるが，いかなる製品に関しても製造コスト

や間接コストの正確な帳簿を保管しておらず，

また，適切な原価計算制度も完備していない。

しかも，原価計算制度での帳簿や見積もりは，

大量で複雑でありしかも信頼できないために，

適正なコストや実際のコストの計算は不可能な

ものとなっている。こうして，AT＆Tの「全

般管理部門」下にあるウェスタン・エレクトリッ

ク社における会計制度の不備を辛辣に批判し，

「ウェスタン・エレクトリック社の製造コスト

に関する情報が欠如しているために，州委員会

の規制は AT ＆ T の管理の下でウェスタン・

エレクトリック社が恣意的に決定した価格に

よって構成されたコストに直面するために意味

をなさないものとなっている」
(32)
と厳しく糾弾

するのである。

また，ベル電話研究所についても，AT＆ T

は同研究所のコントロールを通して電話運営会

社の標準化やエンジニアリングに影響を与え，

運営会社の新たな設備の型や建設の品質を決定

している。これらも電話サービスのコストを決

定するものである。こうして，「AT ＆ T は研

究，製造，運営を統一したコントロールの下で

扱っているので，全電話システムの計画と一致

した電話設備に関するコストやデータを電話運
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営会社に伝達できる唯一の位置にある。……

（中略）……こうした設備の型や運営上の経済

性に関する正しいデータは，通常，州の委員会

が規制を行うためには利用できないものとなっ

ている」
(33)
として，州委員会による電話会社へ

の「規制回避の潜在性」を，次のようにまとめ

る。

「これまでの議論から持株会社AT＆ Tによ

る電話運営会社，ウェスタン・エレクトリック

社，ベル電話研究所のコントロールの集権化お

よびそれによるすべての重要な政策と実行は，

州の活動のみでは解決できない規制問題を作り

出した。州委員会は AT ＆ T やウェスタン・

エレクトリック社，ベル電話研究所に対する直

接的な管轄権をもっていない」
(34)
と「ベル・シ

ステムの組織構造」の特性から生ずる「規制回

避の潜在性」を批判するのである。

② 「有線通信に関する国家政策の必要性」と

「国家政策」のあり方

こうしてAT＆Tの「全般管理部門」による

集権化されたコントロールの下にあるベル・シ

ステム（運営会社，ウェスタン・エレクトリッ

ク社，ベル電話研究所）の組織構造から生まれ

る規制問題は，州委員会の管轄権外にあり，規

制が回避される潜在性を指摘して，「有線通信

に関する国家政策の必要性」において州委員会

と連邦委員会との関係を，次のように強調する。

すなわち，「州委員会の活動が有効な分野は，

ベル・システムの全国規模の性格から地方機関

が及ばない事項について，FCC が提供する援

助に大いに依存すことになるであろう。FCC

の活動が有効な分野は，純粋に州際電話サービ

スの事項に関する規制や権限を付与するだけで

なく，州委員会の規制を適正化するために不可

欠な諸事実を確認するために幅広い管轄権や相

応の権限を付与する必要がある。FCC は，電

話機器や設備のコスト，研究開発のコスト，ラ

イセンスサービスに付随するコスト，電話運営

会社の設備の建設や運営方法の基礎となるAT

＆ T の見積もりコストに関する合理性を調査

するために必要な権限を付与できる唯一の状況

にある。こうした情報は州委員会が使用するた

めに継続的に集められ提供されなければならな

い」
(35)
と，州規制機関と FCC との両者の協力

関係の必要性を力説する。

では，どのような「有線通信に関する国家政

策」のあり方が望ましいと考えたのであろうか。

『ウォーカー・レポート』によれば，「理論的

には，電話産業に投資した資本に対する合理的

な利益と電話サービスの加入者が支払うべき合

理的な料金の間の適切なバランスは，３つの方

法，すなわち，有効競争，政府所有（国有），有

効な政府の規制，によって保証される」
(36)
とす

る。このうち，「有効競争」については，電話産

業における有効競争の最後の痕跡は，1910 年代

に消えさっており，ベル・システムが電話事業

と電話製造の分野における魅力的な市場を事実

上独占しているとして除外し，また「政府所有」

により有効競争の再構築を図ることは困難であ

り，この調査では研究されていないと排除する。

こうして，「有効な政府の規制（effective gov-

ernmental regutation）」について，検討を進め

る。

③ 「有効な政府の規制」のあり方

『ウォーカー・レポート』は，「規制によって

公共と公益企業の両方の利益を保護する可能性

について実施の検討はいまだに終わっておら

ず，規制の下で必要な目的を完成する試みを継

続することが望ましいことは明白である」
(37)
と

して，連邦規制の範囲，規制の内容，非通信分

野への規制について，具体的に提示する。

まず，連邦規制の範囲では，「規制の管轄権は

規制されるべき対象と同一である」との自明の

理由から，規制が成功するためには，「ベル・シ
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ステムに対する現存の規制機関の範囲が，AT

＆ T によるベル・システムの活動に対するコ

ントロールの範囲と集中化された範囲と必ずし

も同一とはなっていない」として連邦委員会に

おける規制範囲の拡大の必要性を主張する。す

なわち，「電話サービスの品質やコストに影響

を与える政策に関する集権的な権限の責任は，

AT ＆ T の全般管理部門に集中化されている

が，これらは州委員会の管轄権外となっている。

現在，FCCにある管轄権は，集権化された管理

によってコントロールされた電話サービスの品

質やコストを必ずしも有効に規制するのに十分

には広範囲なものになっていない。こうした環

境の下では，長期にわたる国家による有線通信

政策の普及が不可欠である。すなわち，この国

家による通信政策とは，最小のコストで能率的

なサービスを求める公共の利益と投資に対する

合理的な利益を求める公益企業の利益との間の

バランスを達成することである。このバランス

は，全国通信サービスに関係する広範な国家政

策の知的な行政と運用によってなし遂げられ

る」
(38)
と。こうして州委員会の規制は構造的に

制限されているために，全国電話システム（ベ

ル・システム）における電話サービスの品質と

コストをコントロールする AT ＆ T の「全般

管理部門」にまで規制範囲を拡大し，連邦委員

会に「公共の利益」と「公益企業」とのバラン

スを図る規制権限を付与する必要性を強調する

のである。

次に，連邦規制の内容では，「この国家政策は，

全国規模のコミュニケーション・システムを完

全に集権的にコントロールする単一つの中央管

理部門の経営幹部がベル・システム全体に広め

た政策や実行の結果について内容を，単に報告

するだけでは達成できないことは，この調査が

如実に示している」として，「この政府による規

制は，ベル・グループに代表される全国規模の

通信システムに影響を与える中央管理の経営幹

部の政策やその根源に対しての調査（review），

許可（approve）あるいは不許可（disapprove）

を行うために規制機関に権力（power of reg-

ulatory authority）を確立することによって効

率的に達成できるであろう」
(39)
と電気通信に対

する「許認可権」の確立を主張するのである。

さらに，ベル・システムの非通信分野につい

ても言及する。すなわち，ベル・システムの収

益の源泉や製造設備は電話機器製造のウェスタ

ン・エレクトリック社のみならずベル・システ

ムにおける通信の基礎研究以外の非通信分野で

獲得された特許を，例えばウェスタン・エレク

トリック社の子会社であるElectrical Research

Production などを商業的に使用してきた。し

かし，現在の規制権限は通信分野以外の諸活動

を遂行するベル・システムとその子会社には及

ばないので，これらに対する連邦規制委員会へ

の権限を付与する必要性を述べる。

こうして『ウォーカー・レポート』の第 20 章

では，全国規模の電話システムであるベル・シ

ステムのコントロールが AT ＆ T の「全般管

理部門」に集中化されている組織構造の特性と，

州内の事項ですら州の規制委員会だけで十分規

制することが出来ないという「規制回避の潜在

性」から，ベル・システムの政策と実行をコン

トロールするAT＆ Tの「全般管理部門」，電

話製造業のウェスタン・エレクトリック社，ベ

ル電話研究所などの非通信分野での活動に対し

ても「調査，許可あるいは不許可」の規制権限

を連邦委員会に付与する国家政策の必要性を，

提言するのである。

⑵ 「有線通信に関する提案された国家政策達

成に必要な立法」についての「勧告」

第 20 章で「有線通信に関する国家政策の必

要性」を強調した『ウォーカー・レポート』は，

第 21 章「現存機関で決定できる諸問題」におい

て，「提案された国家政策」を実現する上での現
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存の委員会の役割を「電話設備と資産に関する

減価償却」，「年金」，「公共関連」，「州際問題」

の事項について述べた上で，最終章である第 22

章「有線通信に関する提案された国家政策達成

に必要な立法」について，「通信量の増加および

単位当たりのコスト低減を伴う全国電話サービ

スの質的な改良を行うために提案された長期的

な国家政策は，管轄権と権限を FCC に付与す

ることによって達成できる」
(40)
として，主に，

次の５項目の立法化を「勧告」する。

① AT ＆ Tの中央管理者グループ（central

management group）が発したすべてのベ

ル・システムの政策や実行を調査，許可あ

るいは不許可にする権限。

②電話機器・設備のコストと価格を規制する

権限。

③企業間のすべての契約を調査，許可あるい

は不許可にする権限。

④ベル・システムの財務を規制する権限。

⑤ベル・システムの活動範囲を通信分野に制

限する権限。

①「AT＆Tの中央管理者グループが発した

すべてのベル・システムの政策を調査，許可あ

るいは不許可にする権限」では，「AT＆ Tの

中央管理者グループが発した政策と実行はベ

ル・システムのすべての部署に達し，州内・州

際における両方での電話サービスのコスト，品

質，量を直接・間接的に決定する。この中央管

理は，州委員会の管轄権外にある。持株会社で

ある AT ＆ T の１部門をなす中央管理は，連

邦の機関によって合法的に規制されるべきであ

る。こうした中央管理が連邦の管轄権下になけ

れば，ベル・システムへの有効な規制は不可能

である。連邦の権限は，電話サービスの品質，

コスト，量を直接・間接に影響を与える中央管

理が発するベル・システムの政策と実行を調査，

許可あるいは不許可にする事を認める必要があ

る」
(41)
として，AT ＆ T の中央管理がベル・シ

ステムに影響を与える政策と実施についてそれ

が効力を発する以前に「調査，許可あるいは不

許可」にする権力と権限を FCC に付与するこ

とを求め，1934 年通信法第 218 項の修正を勧告

する。いわばベル・システムの経営全体を実質

的にコントロールするAT＆Tの「中央管理」

に対する FCC の「許認可権」による直接規制

の確立である。

②「電話機器・設備のコストと価格を規制す

る権限」では，電話運営会社の電話機器と設備

のコストと価格については，製造子会社である

ウェスタン・エレクトリック社が影響を与えて

いる。しかし，AT＆Tの「中央管理」ととも

に「ウェスタン・エレクトリック社が運営会社

に提供するサービスの合理的なコストに関する

説明は，州や連邦の権限の両方とも，現在の法

律では十分な検査はされていない」
(42)
として

ウェスタン・エレクトリック社に対して，既に

第 10 章の「結論」でみた「電話機器・設備の価

格を規制あるいはコントロールする２つの選択

肢」を提言する。すなわち，「第１に，独立電話

製造会社がベル・システムで使用するための製

造が可能となるように，製品アイテムおよび種

類に関して電話製造会社間において競争制度を

確立するか，あるいは第２に，ウェスタン・エ

レクトリック社を公益事業として規制する

か」
(43)
である。前者の「第１のベル・システム

における電話製造への競争入札の制度化」につ

いては，電話運営会社がウェスタン・エレクト

リック社以外の製造会社に電話機器・設備を発

注できたり，電話機器・設備の発注を競争入札

するような立法が必要となる。また，後者の「第

２のウェスタン・エレクトリック社を公益事業

として規制する」については，まず，ウェスタ

ン・エレクトリック社における各製品のアイテ

ムや種類について実際の製造コストを決定する

ための近代的で効率的な原価計算制度の導入，

さらには電話運営会社における電話料金の基礎
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となる製品価格の決定に対する規制が必要とな

る。こうした規制を効率的に実施するために

は，FCC は州規制委員会の権限下にある運営

会社の料金決定に関する情報を提供するのみな

らず，ウェスタン・エレクトリック社における

多様な製品のコストに関する情報や，帳簿上の

コストが正確で公正であるか点検するために同

社の帳簿や原価計算を定期的に監査すること

が，不可欠となる。こうして，FCCにウェスタ

ン・エレクトリック社を公益事業として規制す

る権限を付与するために，1934 年通信法の修正

を勧告する。

③「企業間のすべての契約を調査，許可ある

いは不許可にする権限」では，ベル・システム

における電話サービスを提供するコストは企業

間の契約事項によって決定される。しかし，現

存の法律の下では州や連邦の両方における規制

機関の対象となっておらず，AT＆Tと電話運

営子会社や製造子会社との間での契約を規制す

る立法が必要であると主張する。すなわち，べ

ル・システム内では，AT＆Tとウェスタン・

エレクトリック社の間では 1882 年の製造契約

（manufacturing contract of 1882）が結ばれ，

また，ウェスタン・エレクトリック社と電話運

営会社の間では標準供給契約（standard sup-

ply contracts）があり，また，AT＆Tと電話

運営会社の間ではライセンスサービス契約

（license service contracts）がある。ベル・シ

ステム内における企業間では，これら３つの契

約により，技術的開発，電話機器の型・施設の

コスト，運営能率，運営方法を，言い換えれば

電話サービスの量，品質，コストがAT＆Tの

中央管理の下で直接・間接的にコントロールさ

れるのである。それゆえ，ベル・システムにお

ける企業間での３つの契約は，FCC の規制の

権限下で実行されるべきであり，そのために

1934 年通信法第 215 項を修正し，ベル・システ

ム内における企業間の契約を調査，許可あるい

は不許可にする権力を付与するように勧告す

る
(44)
。

④「ベル・システムの財務を規制する権限」

では，ベル・システムにおける財務分野の諸活

動が，従来規制されてこなかったという事実か

ら，FCC による継続的な調査がなされるべき

であり，ベル・システムの財務活動は効率的な

規制の対象となるべきだとする。この結果，

1934 年通信法を FCC が AT ＆ T および電話

運営会社における社債や株式発行，株式保有な

どの金融取引を完全かつ包括的に管轄できるよ

うに修正されるべきであると勧告する
(45)
。

⑤「ベル・システムの活動範囲を通信分野に

制限する権限」では，ベル・システムにおける

特許や研究開発政策が検討される。非通信分野

での商業活動によって支えられている特許や研

究開発は，ベル・システムが通信分野での支配

的地位を防御する役割を果たす。ベル電話会社

が特許保護の開発に参加したり，非通信分野で

の開発を行うことの結論は，ベル電話研究所に

よる技術開発から生まれた電話以外の特許のど

のような開発やあるいはこれらの特許を最善の

方法で関係者以外に処分することは，妨げたり

制限したりする必要はないという事であった。

しかし，特許の活用から獲得された利益は，そ

の研究開発活動の費用に対応して使用すべきで

あるとして，1934 年通信法を次のように修正す

るように勧告する。すなわち，「管轄権下にあ

るいかなる通信事業者も，その活動が公共の利

益の障害になることが明らかな場合，その資産

や努力を非通信分野での商業的利用に活用する

ことを禁じる」
(46)
と，通信分野への活動の制限

の明記を求める。

こうして『ウォーカー・レポート』は，1935

年から４年に及ぶ「電話調査」の「結論」とし

て，「有線通信に関する提案された国家政策」，

言い換えれば「有効な政府の規制」を完全に達

成するために，ベル・システムを実質的にコン
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トロールするAT＆Tの「中央管理」およびベ

ル・システムの構成要素であり州機関の規制下

にある電話運営会社のみならず規制対象外にあ

る電話機器の製造部門のウェスタン・エレクト

リック社やベル電話研究所，さらにはベル・シ

ステム内における企業間の契約や財務事項にま

で連邦規制の規制権限を拡大し，公益事業とし

て経営活動全般にわたって FCC に「調査，許

可あるいは不許可」にする規制管轄権の権限を

付与することを求め，上院に対して 1934 年通

信法の修正を「勧告」として提案したのであっ

た。

⑶ FCCの最終報告書の『電話調査レポート』

での「結論と勧告」

こうした『ウォーカー・レポート』に対して，

既にみたように AT ＆ T は「“Proposed Re-

port”は間違いで，不完全であり，さらに誤っ

た勧告が含まれていた」と猛反発し，また，議

会でロビー活動を行った。この結果，FCC の

最終報告書『電話調査レポート』は，既にみた

第 10 章を除く各章の資料の大部分をそのまま

利用したものの，「結論と勧告」の内容は大きく

修正された。すなわち１．「現在の規制問題」

で FCC の「電話調査」の意義が一般的に概括

され，２．「要約と実態」で「電話調査レポート」

の内容を紹介した後に，３．「結論と勧告」がま

とめられた。

『電話調査レポート』「結論と勧告」では，ア

メリカの電話は発明されて以来から現在まで

「私的な所有形態」で営まれているにも関わら

ず，「電話事業は当初から公共に強い影響を与

える事業として認識されてきた」として，「電話

事業の基本的性格は公益事業（public utility）」

として捉え，次のように述べる。「効率的で経

済的な電話サービスは，通常，もたらすいわゆ

る自然独占という必然的な属性，すなわち電話

サービスが地方と全国との両方の社会的繁栄に

密接に関係し，また，現代生活に不可欠なファ

ンダメンタルとしての電話サービスの性格，さ

らに効率的で経済的な通信設備の発展による公

共の利益，これらの要因から電話事業の基本的

な性格は本質的に公益事業であることが示され

る。つまり，この公益事業としての性格から無

駄な競争から顧客の利益を合理的に防御するこ

と，そのサービスに対する合理的な料金を決定

する権利を有する一方で，しかし，すべての利

用者に適切なサービス，公平な取り扱い，合理

的で差別のない料金という目的のために，公共

の検査，規制，コントロールに従うというもの

である。電話産業の重要性と電話事業の大きさ

から形式ではない実質的な規制が要請されてい

る。一貫した建設的な規制のプログラムが公共

の利益を保護するために発展させられ，運用さ

れなければならない。これが公共の機関に課せ

られた最も重要な責務である」
(47)
と。

こうしてFCCの『電話調査レポート』の「結

論」でも，まず，電話事業の「自然独占」性と

いう属性からもたされる「公益事業（public

utility）」の特性と「公共の利益」の観点から連

邦規制の必要性と重要性が指摘される。さら

に，電話産業における資産と設備の大部分がベ

ル電話シテスムの手中に集中化され，この企業

集合体によって獲得された高度な管理の統合と

支配は，電話サービスにおけるユーザーと公共

機関の両方から電話サービスに対して規制を行

う必要性を要請していると捉えるのである。そ

して，この電話の料金やサービスは州の規制機

関の管轄権を越えたベル・システムの組織や実

行によって展開されており，全国規模のベル・

システムを構成する親会社と子会社の両方に対

して，広範囲な規制と調査の権力を備えた連邦

政府の行政機関が必要であることも，一般的に

述べられるのである。

さらに，1934 年通信法に基づき設立された

FCCが第 74 議会での法案（公共決議案No. 8）
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により実施した『電話調査』での問題点を議論

した結果として，フランク・R.・マクニンク委

員長を始めFCC委員７名の連名で，「電話産業

における委員会の規制努力を提供する法的権限

の一般的なフレームワーク」として，「修正する

ことが必要かつ望ましい」10 項目の「勧告」が

明らかにされる。

しかしながら，このFCCの『電話調査レポー

ト』での「勧告」は，一般的な記述に終始し，

しかも，「これは，この機関に付与されている権

限を拡大し明らかにするために，法的追加や修

正を求めるものではない」
(48)
との付記が加えら

れている。こうして『ウォーカー・レポート』

で指摘された電話事業と電話製造における事実

上の独占であるベル・システムの組織構造に対

する国家政策として連邦規制を強化――すなわ

ち，ベル・システムの構成をなすウェスタン・

エレクトリック社と電話運営会社との関係，企

業間の契約，さらにはベル・システムの政策と

実行をコントロールする AT ＆ T の「中央管

理」に対するFCCへの「調査，許可あるいは不

許可」にする規制管轄権を付与――するための

1934 年通信法改正を含む「勧告」は，完全に削

除された。

しかし，AT ＆ T は 1939 年の年次報告書で

「1939 年６月 14 日，FCCは上院に特別の電話

調査に関するレポートを提出した。これは４年

半の歳月と 150 万ドルの費用をかけて進められ

たものであった。既に指摘したが，この調査は

一方的な（ex parte）手続きで進められ，全体に

不公平に行われた。このレポートは，委員会の

権限を追加するために 1934 年通信法の若干の

修正を勧告している。当社は，全般的に，勧告

された修正はユーザーにとって電話サービスを

改良し，コスト低減に導くものではないと信じ

る」
(49)
と，注文を付けるものの，『ウォーカー・

レポート』での激しい批判は影をひそめ，FCC

との軋轢に一旦終止符をうつのである。

おわりに―FCC による電話産業規制と

AT＆ T

後期ニューディール期における 1935 年から

1939 年まで４年半に及んだ FCC による特別の

「電話調査」と２つの電話調査に関する『レポー

ト』は，AT＆Tへの連邦規制の本格化を意味

するものである。

第１に，AT＆Tが連邦政府の独立規制機関

である FCC の下で本格的な直接規制に置かれ

る一方で，電話事業の「自然独占」という特性

から「公益事業」として公的に認められたこと

である。すなわち，独立規制機関である FCC

の「公的な検査，規制，コントロール」の下で，

AT ＆ T が「すべての利用者に適切なサービ

ス，公平な取り扱い，合理的で差別のない料金」

で電話サービス（いわゆる「ユニバーサル・サー

ビス」）を提供する限り，「独占」（いわゆる「規

制下の独占」）
(50)
が認められる事となった。こ

の FCCの規制下での私企業AT＆ Tによる電

話事業の独占は，電力，天然ガス，道路運輸，

民間航空を中心とした公益事業への独立規制機

関による直接規制やニューディール政策による

証券取引委員会（SEC）による証券業務への規

制など，連邦政府（独立委員会）が法的権限を

もって「許認可権」などの手段で企業活動を直

接規制する，いわば，1970 年代初頭まで続く

ニューディール型企業規制（いわゆる「企業と

公共政策のアメリカ型」の「新企業共和国」
(51)
）

の一貫に位置付くものであった。

しかし，第２に，『ウォーカー・レポート』で

の FCCによる連邦規制の強化とAT＆ Tとの

関係はあいまいなままに残された。連邦規制が

不可避となる電話産業での独占を可能にするベ

ル・システムの組織構造，すなわちベル・シス

テムの政策と実行をコントロールする AT ＆

Tの「中央管理」，電話運営会社とウェスタン・

エレクトリック社との関係，ベル・システム内
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における企業間の契約などに対する FCC によ

る規制権限や管轄権の拡大については，AT＆

Tによる「電話調査」や『ウォーカー・レポー

ト』への反論などにより「回避」され，FCCと

AT ＆ T との間であいまいな形で決着した。

特に，『ウォーカー・レポート』で提起された

AT＆Tの「中央管理」のコントロール下で，

電話運営会社の料金とそれを決定するウェスタ

ン・エレクトリック社での電話機器・設備の価

格やコスト問題，ベル・システムのいわゆる「垂

直統合」問題は，『電話調査レポート』発表の数

カ月後に第２次世界大戦が勃発してこともあ

り，事実上，棚上げされることとなったのであ

る。

しかしながら，『ウォーカー・レポート』で指

摘された電話事業と電話製造での独占を生みだ

すべル・システムの組織構造の問題，特に電話

運営会社とウェスタン・エレクトリック社のい

わゆる「垂直統合」問題は，第２次世界大戦後

に継承され司法省による 1949 年反トラスト訴

訟へと引き継がれることとなる
(52)
。1949 年１

月 14 日，司法省のホームズ・バルドリッジ

（Holmes Baldridge）がニュージャージ州の

ニューアーク地裁に AT ＆ T とウェスタン・

エレクトリック社を独占禁止違反の疑いで起訴

状を提出した。この司法省公正取引部門で起訴

状を提出したバルドリッジは，FCC の電話部

長であったウォーカーによる「電話調査」で首

席弁護士として活躍したスタッフであった。そ

の意味では，FCCの『電話調査レポート』で回

避されたベル・システムの組織構造の問題が，

その後，司法省による 1949 年反トラスト法違

反訴訟と 1956 年同意審決さらには 1974 年反ト

ラスト法違反訴訟と 1982 年修正同意審決，す

なわち 1984 年 AT＆ T企業分割へと展開され

ることとなる。

ともあれ，後期ニューディール期における

FCC による本格的な規制の下，AT ＆ T はア

メリカ経済の回復に伴い，1934 年以降電話機台

数，１日通話量，事業収入を増加させ，1937 年

にはピーク時の 1930 年の水準まで回復した。

1937 年には，ベル・システムは電話機 1532 万

台（アメリカの全電話機 1945 万台の 78.8％，

全世界の電話機約 3000 万台余の過半数）を保

有し，さらに独立系電話機 394 万台（独立系電

話機 409 万台の 96％）を接続し，アメリカ合衆

国全体の電話機の 99.8％に当るユーザに「ユニ

バーサル・サービス」を提供したのである。

注
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